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１ 計画の目的 

  小谷村耐震改修促進計画（以下「本計画」という。）は、村内の既存建築物の耐震性能を

確保するため、耐震診断とその結果に基づく耐震改修を促進することにより、既存建築物

の耐震性能の向上を図り、今後予想される地震災害に対して村民の生命、財産を守ること

を目的として策定しました。 

 

 ２ 本計画の位置づけと他の県計画との関係 

   本計画は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第 123 号。以下「法」 

という。）第５条第１項の規定に基づく市町村の耐震改修促進計画として策定しています。

また、本村における他の計画（小谷村地域防災計画等）との整合を図り、県と村との協議

の場における検討を踏まえながら、建築物の耐震化を推進するために必要な事項に関し、

より具体的に定めることとします（図－１）。 

 

（１）「小谷村地域防災計画」 

小谷村地域防災計画の震災対策編において、第 1 章 災害予防計画 第 25 節 

建築物災害予防計画の中で、建築物等の耐震化について定められています。 

具体的には、 

1 施設利用者の安全確保対策 

 施設の利用者等の安全確保を図るため、その立地条件等を考慮し、それ 

 それの施設に適した防災対策の実施（施設の改修・避難計画の策定など） 

に努める。 

２ 公共施設の堅牢化 

 施設を新築・改築する場合には、利用者等の安全確保、災害に対する安 

 全性の確保に努める。特に耐震性について配慮する。 

  なお、既存建築物についても耐震診断の実施に努め、必要に応じて補強 

 工事を実施する。 

こととされています。 

   3 一般建築物対策 

     一般建築物による近隣住宅への安全性を確保するため、指導及び啓発を 

行う。 

 

は じ め に 
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（2）「小谷村強靭化計画」 

   令和３年度に策定された「小谷村強靭化計画において、「第４章 対応方策」の

中で、地震から命を守る建物の強靭化を重点項目の一つとして、住宅・建築物の

耐震化を着実に進めることとしています。 

 

  （図－１） 
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 小谷村 

耐震改修促進計画 

小谷村強靭化計画 

 SDGｓ（エス・ディー・ジーズ）は、2015 年９月に国連で採択された「持続可能な開発

のための 2030 年アジェンダ」に盛り込まれた 17 のゴールと 169 のターゲットです。 

 誰一人取り残さない持続可能な社会をつくるための「世界共通のモノサシ」として、経済

的な利潤の追求、貧困や差別などの根絶、地球環境の保全といった「経済・社会・環境の三

側面」の向上を目指して、様々な主体が行動することが求められています。 

 本計画の取組は、関連の深いＳＤＧｓの視点を踏まえ、村民、ＮＰＯ、事業者、行政機関

などあらゆる主体のパートナーシップにより、持続可能な社会の実現を目指して推進します。 

      

  

目標 11 包括的で安全かつ強靭（レジリエント） 

     で持続可能な都市及び人間居住を実現 

する。 

目標 13 気候変動及びその影響を軽減するため 

の緊急対策を講じる 
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 ３ 計画期間等  

本計画では、令和３年度から令和７年度までの５年間を計画期間とし、目標値の設定

や耐震化へ向けた取組みを行います。 

 

 ４ 耐震化の必要性 

（1）地震は、いつ・どこでおきても不思議ではない状況 

平成 16 年 10 月には新潟県中越地震、そして、平成 26 年１１月２２日には長野

県神城断層地震（震度 6 弱）が発生し小谷村に多大な被害をもたらしました。住家

の被害としては、全壊３３棟・半壊７９棟・一部損壊２２４棟にものぼりました。

大地震はいつ・どこで発生してもおかしくない状況となっています。 

また、南海トラフ地震、首都直下型地震等について、発生の切迫性が指摘され、

ひとたび地震が発生すると被害は甚大なものになると想定されています。特に、南

海トラフの海溝型巨大地震については、東日本大震災を上回る被害が想定されてお

ります。 

 

（2）阪神・淡路大震災における死因の約９割は建物の倒壊によるもの 

平成 7 年 1 月の阪神・淡路大震災では、地震により 6,434 人という多数の方の

尊い人命が奪われましたが、このうち地震による直接的な死者数は 5,502人であり、

さらにこの約９割の 4,831 人が住宅や建築物の倒壊によるものでした。 

 

（3）地震による人的・経済的被害を軽減するために 

建築物の耐震改修については、中央防災会議において決定された建築物の耐震化

緊急対策方針（平成 17 年９月）において、全国的に取組むべき「社会全体の国家的

な緊急の課題」であるとともに、南海トラフ地震防災対策推進基本計画（平成 26 年

3 月）において、10 年後に死者数を概ね 8 割、建築物の全壊棟数を概ね 5 割、被

害想定から減少させるという目標達成のため、重点的に取り組むべきものとして位

置づけられています。 

 

（４）耐震改修促進法の改正について 

 ア 平成 18 年１月 26 日施行 

地震防災推進会議の提言を踏まえ、国において法の改正が行われました。この改

正により、 

(ｱ) 計画的な耐震化を推進するため、国は基本方針を作成し、地方公共団体は 
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耐震改修促進計画を作成 

(ｲ) 建築物に関する指導等の強化として、 

ａ 道路を閉塞させるおそれのある建築物の指導・助言を実施 

ｂ 地方公共団体による指示等の対象に学校、老人ホーム等を追加 

ｃ 地方公共団体の指示に従わない特定建築物を公表 

ｄ 倒壊の危険性の高い特定建築物については建築基準法により改修を命令 

等が追加されました。 

 

イ 平成 25 年 11 月 25 日施行 

住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率を平成 27 年までに 9 割にする目

標（「地震防災戦略」（中央防災会議決定（H17）））の達成には、耐震化を一層促進

することが必要であること並びに南海トラフの巨大地震や首都直下地震の被害想定

で、これらの地震が最大クラスの規模で発生した場合、東日本大震災を超える甚大

な人的・物的被害が発生することがほぼ確実視されることから、国において法の改

正が行われました。 

この改正により、 

(ｱ) 病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用する建築物及び学校、老人ホ 

ーム等の避難弱者が利用する建築物のうち大規模なもの等の平成 27 年末ま 

での耐震診断の義務化・耐震診断の結果の公表 

(ｲ) 地方公共団体が指定する緊急輸送道路等の避難路沿道建築物や都道府県 

が指定する庁舎、避難所等の防災拠点建築物の地方公共団体が指定する期限 

までの耐震診断の義務化・耐震診断の結果の公表 

などの建築物の耐震化の促進のための規制が強化されました。 

 

ウ 平成 31 年 1 月 1 日施行 

 大阪府北部を震源とする地震等におけるブロック塀等の倒壊被害を踏まえ、 

ブロック塀等の倒壊による通行障害の防止のため、耐震改修促進法施行令第 4 

条の通行障害建築物に、建物に附属する組積造の塀が追加される改正が行われ 

ました。 

 

５ 本計画の対象とする建築物 

   本計画では、特に耐震化を図るべき建築物として、以下の建築物を対象としています。 

これは、法第４条第１項の規定により国土交通大臣が定めた「建築物の耐震診断及び耐

震改修の促進を図るための基本的な方針（国土交通省告示第 184 号、以下「基本方針」
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という。）においても、耐震化を図ることが重要な建築物とされています。 

 

 

(1) 住宅 

(2) 特定既存耐震不適格建築物 
ア 多数の者が利用する一定規模以上の建築物（別表１参照、以下「多数の者が利 

用する建築物」という。） 

イ 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する一定数量以上の危険物を扱う建築物 

ウ 地震によって倒壊した場合その敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の者の円 

滑な避難を困難にするおそれのあるものとして本計画又は市町村耐震改修促進計 

画に記載された道路に敷地が接する建築物（以下「緊急輸送道路等沿道建築物」 

という。） 

(3) 要安全確認計画記載建造物 

(4) 要緊急安全確認大規模建築物 

  特定既存耐震不適格建築物のうち、以下に掲げる建築物で大規模なもの 

 （別表2参照） 

 ア 不特定かつ多人数の者が利用する建築物 

 イ 避難確保上、特に配慮を要する者が使用する建築物 

 ウ 一定数量以上の危険物を扱う建築物 

(5) 公共建築物 
公共建築物は平常時の安全確保だけでなく、地震災害時の拠点となる施設や多 

数の者が利用する建築物が多いことから、計画的かつ重点的な耐震化の促進に積 

極的に取り組みます。 

なお、本計画では県及び市町村の建築物を対象としています。 

 

なお、本計画においては、上記(1)、(2)ア及び(5)の建築物に対する目標を設定すること 

とし、上記(2)のイ及びウ、並びに(3)に関しては、調査結果に基づき耐震化に向けた適切 

な対応を図ることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



-6- 

 

１ 想定される地震の規模、想定される被害の状況 

平成27年3月に策定された「第3次長野県地震被害想定調査報告書」において、長野県及 

びその周辺における過去の被害地震や活断層の分布状況並びに県内各地域の地震被害の分布 

状況を勘案して、発生の想定される地震が報告されています（表１－１、図１－１）。 

また、地震調査研究推進本部（※１）によると、県内において想定される地震発生の確率 

について、糸魚川－静岡構造線で発生する地震は、30年以内の地震発生確率が、もっとも高 

い区間で30％と予想されており、東海地震にあっては、いつ起きてもおかしくない状況にあ 

るとされています（表１－２）。 

 

（表１－１）想定地震等の概要  

 

（注）気象庁マグニチュード（Mj）とモーメントマグニチュード（Mw）について 

断層による内陸の地震は、断層の長さ（推定）から気象庁マグニチュード（Mj）を算出している。その後、その断層の

長さを用いて震源（波源）断層モデルを作成し、モーメントマグニチュード（Mw）を求めている。プレート境界の海溝型

地震は、震源（波源）断層の位置・大きさを設定し、モーメントマグニチュード（Mw）を求めている。 

M4～M8の海溝型地震ではMw=Mjであることから、これを外挿してMjを求めている。 

※1 地震調査研究推進本部は、地震防災対策特別措置法に基づき文部科学省に設置された政府の特別の機関。  

本部長（文部科学大臣）と本部員（関係府省の事務次官等）から構成され、その下に関係機関の職員及び学識経験者か

ら構成される政策委員会と地震調査委員会が設置されています。  

第１ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 
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※2  R2．1 地震調査研究推進本部による。 

※3  H27.3 第3次長野県地震被害想定調査による。 

※4 想定地震は地震防災対策を検討するために設定された地震であり、地震を予知したものではなく、  

また、近い将来これらの地域で想定どおりの地震が発生することを必ずしも意味するものではあり  

ません。 
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「第3 次長野県地震被害想定調査報告書」では、県内の主要な活断層等をもとに、発生 

の可能性のある大規模地震として６つの内陸型地震と東海地震及び南海トラフ地震を想定 

し、人的・物的な被害を表１－３及び表１－４のとおり予想しています。 

また、想定した地震以外にも県内に被害を引き起こす地震が、本県やその周辺において 

発生する可能性があります。 

 

（表１－３）被害想定（建築物被害）                             （単位：棟） 

 

※ 建築物被害が最大となるケースを示す。 
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（表１－４）被害想定（人的被害）                             （単位：人） 

 

※ 建築物被害が最大となるケースを示す。 

※ 観光客を考慮した場合。 

※ （ ）内は建築物倒壊による死者数等。 

 

 

 

 

 


